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［別添１］ 

平成２３年３月３１日 

 

平成２２年度 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 成果報告書 

 

実施団体名 

特定非営利活動法人 ＩＴ化推進支援センター 

 

事業名称  

    ～市民がつくる安心・安全～地域流通コンテンツ共有プラットフォームの構築 

 

１．事業実施概要 

   事業の対象地域である浦安市、船橋市、習志野市は、高密度な首都圏に位置し、東京への通勤者が多

いこと、県外からの観光客等も多いことから、災害による道路、交通機関等の社会基盤の罹災は市民等

に深刻な影響を与えることが危惧される。また、地域コミュニティの希薄さが、防災、防犯の支障とな

ることから、平常時においてもＩＣＴを積極的に活用し、防災・防犯等様々な地域情報を共有する仕組

みを提供する。 このため、有事は防災・防犯情報を、平常時はイベント・地域生活情報を官民で共有

し、さまざまな端末に配信する地域情報共有プラットフォームを構築する。 

   このプラットフォームを活用して、有事においては、道路、交通機関等の被災情報、帰宅ルート等の

情報を市民（帰宅難民）等に提供していく。 また、平常時においては、地域コミュニティの子育て支

援、地域のＩＣＴ人材の育成のためのＩＣＴ教育支援、地域生活情報配信等を行う。 なお、ＩＣＴの

人材育成後は、在宅勤務コールセンター業務や社会起業家としての役割を担ってもらい、有事の際にも

行政を補助する地域コミュニティのコア人材として、災害情報の提供、帰宅困難者対応の支援者として

活用する。 

 

 

２．目標の進捗状況 

 （１）目標の進捗率 

(1) 目標の進捗率 

指標 目標値 結果の数値 達成状況 計測方法・出展等 

システム構築 

  ・地域情報共有プラットフ

ォーム 

・ディジタルサイネージ 

22 年度末完 

・平常時 

５千ＰＶ（１ヶ月） 

・各市１台 

23 年 3 月末完了 

 

76000PV 以上 

３台 

○(100%) 

 

○(1500%) 

○(100%) 

 

・平成 23 年 3 月 1 日～3 月 23 日 

 の画面アクセスログを集計 

・浦安市、習志野市、船橋市に各 1 台 

地域協議会の開催 ３回 ３回 ○(100%) ・第１回協議会実施（10 月 14 日） 

・第２回協議会実施（12 月 21 日） 

・第３回協議会実施（2 月 23 日） 

（注）成果報告書補足資料参照 
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ＩＣＴ人材育成 

・情報発信研修 

 

･ﾄﾞｯﾄｺﾑﾏｽﾀｰ資格取得 

 ｻﾎﾟｰﾄ 

・相談窓口の開設 

 

90 名 

 

２名 

 

3 ヶ所 

 

126 名 

 

13 名 

 

3 ヶ所 

 

○(140%) 

 

○(650%) 

 

○(100%) 

 

・情報発信研修とドットコムマスター研

修受講者数 

・合格者数 

 

・浦安市、習志野市、船橋市に各１ヶ所 

 

 

３ 事業による成果 

(1) 事業による成果（アウトプット指標） 

 

項 目 成果指数 備考（成果指数の説明等） 調査時期 

行政機関の参加数 ３市 浦安市、習志野市、船橋市 

（注）成果報告書補足資料の協議

会委員名及び協議会出席者名簿

を参照 

－ 

災害情報のコンテンツ数       

 

サイトへの登録結果 平成 23 年 3月末 

防犯情報のコンテンツ数 サイトへの登録結果 平成 23 年 3月末 

平常時での行政情報コンテ

ンツ数 

１６,３１２個 サイトへの登録結果 平成 23 年 3月末 

平常時での民間情報コンテ

ンツ数 

９９８個 サイトへの登録結果 

（ショップ、イベント、サークル） 

平成 23 年 3月末 

地域情報共有プラットフォ

ーム（地域ポータルサイト）

登録者数 

１,７８５人 会員登録一覧 平成 23 年 3月末 

災害時の利用者数 ５４,４２２ＰＶ サイトへのアクセスカウント数 平成 23 年 3月末 

平常時の利用者数 ３８,４０４ＰＶ サイトへのアクセスカウント数 平成 23 年 3月末 

地域連絡網利用者登録数 １５３人 地域連絡網システムの登録情報 平成 23 年 3月末 

地域連絡網利用件数 － アクセスのカウント数 平成 23 年度末調査予定 

メール配信利用者登録数 １５３人 メール配信システムに登録して

いる利用者数 

平成 23 年 3月末 

メール配信回数 ２４回 システムログ 平成 23 年 3月末 

安否確認利用者登録数 １５３人 安否確認システムに登録してい

る利用者数 

平成 23 年 3月末 

安否確認利用件数 １８件 アクセスのカウント数 平成 23 年 3月末 

投稿者数 ２５２人 サイトへの ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞｱｸｾｽ数 平成 23 年 3月末 

デジタルサイネージ設置数 ３台 浦安市、習志野市、船橋市に各１ － 

３５６個 
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ヶ所 

ＩＣＴ人材育成研修回数 １１回 情報発信研修の開催数及び 

ドットコムマスター資格取得の

ための講座開催数 

研修開催毎 

ＩＣＴ人材育成研修参加者

数 

１２６人 情報発信研修参加者数 

ドットコムマスター資格取得の

ための講座参加者数 

（eラーニング受講者数） 

研修開催毎 

相談窓口の利用者数 ７１７人 各市に設置している相談窓口を

利用した人数 

平成 23 年 3月末 

（開設から４ヶ月間） 

災害時の住民からの情報提

供者数 

４人 災害時に住民からの災害状況写

真、動画などのアップロード（情

報提供）できる認定された人数 

平成 23 年 3月末 

市民アンケート利用件数 ０件 サイトへのアクセスカウント数 平成 23 年 3月末 

帰宅支援システム登録者数 １５３人 帰宅支援システム登録者 平成 23 年 3月末 

帰宅支援システム利用者数 ９人 帰宅支援システムのアクセス数 平成 23 年 3月末 

備品管理システム登録備品

数 

０件 備品管理システムに登録する備

品数 

平成 23 年 3月末 

 

（２） 事業による社会的効果等（アウトカム指標） 

項 目 事業成果 調査内容 算出方法 調査時期 

防災・防犯情報の住

民取得率 

(平常時) 

１．５％ 

地域情報共有プラットフォームへ

住民がアクセスし、避難場所や防災

備品のあり場所を事前に収集して

おくことで、有事の際、混乱・パニ

ックに陥らない。 

該当コンテンツへのア

クセス数を累積し、世

帯数との比率を算出す

る。 

住民取得率＝該当コン

テンツへのアクセス累

積数÷３市の世帯数 

(5840÷400000 世帯) 

平成 23 年 3月末 

災害情報の住民取

得数（災害時） 

 

３９万（ＰＶ） 

災害時に地域情報共有プラットフ

ォームへ住民がアクセスすること

により、適切な行動がとれるように

なる。 

該当コンテンツへのア

クセス数を前回の災害

時との比較で取得向上

率をみる。 

前災害時のアクセス数

との比率 

平成 23 年 3月末 

（船橋市のみ概算で調

査） 

サイネージに対す

る視聴率 

 

１６人／時間・台 

前前項と前項の成果と同様。 

サイネージからの情報

取得の動向を、交通量

調査のようなサンプリ

ング調査を実施する。 

 

サイネージを視聴して

いる人をカウントす

る。 

平成 23 年 3月末 

（船橋市設置のサイネー

ジで調査） 
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防災・防犯に関する

主観的安心安全向

上率 

 

－ 

住民が地域情報共有プラットフォ

ームから、防災・防犯、災害情報を

いつでも簡単に取得できることに

より、住民の安心安全の認識が向上

する。 

また、災害時において家族の安否確

認や都内等からの帰宅難民救済が

できるツールもあり、なお一層の安

心安全意識が向上する。 

安心安全度が測れるア

ンケートを定期的に実

施し、安心安全意識の

向上率を見る。 

安心安全意識ありの回

答者数÷アンケート回

答者数 

平成 23 年度末調査予定 

人材育成による主

観的理解度向上率 

・１００％ 

・      （10 段階評価） 

第１回講習  2.75→5.31 

 第２回講習   3.04→6.00 

情報発信研修やドットコムマスタ

ー資格取得のための講座参加者は、

ＩＴﾘﾃﾗｼｰの向上が期待できる。 

研修後にアンケートを

実施する 

・ＩＴ理解向上したと

の回答者÷全アンケー

ト回答者 

・評価方法を変更して、

ＩＴ理解度を１～１０

段階で講習前後に自己

採点してもらう。 

平成 22 年 12月 22 日 

及び 

平成 23 年 1月 14 日 

伝達所要時間 ほぼリアルタイム 

災害発生してから短時間で災害情

報が取得できる 

 

災害発生時から地域情

報共有プラットフォー

ムにアップロードされ

るまでの時間をログ情

報等から算出する。 

サイトへのアップロー

ド完了時刻－災害発生

時刻 

平成 23 年 3月 11 日 

防災準備実施者の

増加率 

４名増 

情報提供していただける組織、団

体、住民が増えることにより、より

充実した情報が住民に提供できる。 

住民については、アッ

プロードするアクセス

権を認定された人に付

与する 

年間増加数÷情報提供

者数 

平成 23 年 3月末 

 

 

ICT 人材の増加【単

独指標】 

１２６人 

情報発信研修やドットコムマスタ

ー資格取得のための講座を開催す

ることにより、地域のＩＴリテラシ

ーの向上に結びつく。 

受講者数の累計。 受講者数 研修開催毎 

ドットコムマスタ

ー資格取得者数 

１３人 

ドットコムマスター資格取得のた

めの講座受講者であれば受験でき

る。 

受講者の中から資格取

得者を調査する 

ドットコムマスターの

資格試験の合格者が把

握できた（２５名受験

で１３名合格）。 

平成 23 年 3月 23 日時点 

在宅勤務者数 目標２名 

資格取得者から在宅勤務者になっ

た人数を調査する。 

有資格者数 就業者数 平成 23 年度末調査予定 
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４ システム設計書 

  別添２のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜システム運用結果＞ 

 

１ システム運用で得られた成果 

 

（１） ニーズの実証（再確認） 

① 有事 

         ３月１１日の東北関東大震災においては、東北地方海岸線を中心に地震、巨大津波によ

り、 ３市においても、大きな被害を被った。 

 地域情報共有プラットフォームは実証実験期間中であったが、この東北関東大震災時に

おいて、主に以下の機能について実際の利活用によりそのニーズと有効性が実証された。 

・安否確認 

非常に多くの人が、家族等の安否を確認できない状況であった。 携帯も細々と通信で

きる程度であったが、地域情報共有プラットフォームでは、Ｗｅｂ上でのシステムであり、

このような最悪の状況でもある利用可能なツールであることが、首都圏においては帰宅困難

な状態に陥った実証実験参加者と家族や企業との間で活用し安否情報の確認ができた。  

・タイムリーな防災情報の提供 

 ホームページ上に地震情報を提供し、幅広く市民注意喚起を促すことができた。 

・ディジタルサイネージによる情報提供 
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通勤通学者及び買い物客が頻繁に往来或いは集合する所にディジタルサイネージを設

置出来たことで、計画停電、電車運行情報等を掲示し、広報活動の一端を担うことができ

た。 

また、関東地方においても地震直後から、すべての交通がストップして、何万人という人が 

徒歩で自宅まで帰った。 その際、帰宅ルートを知らない人も数多く見受けられた。また、東

京ディズニーランドのお客様も帰宅難民となった。 このような場合には、帰宅難民救済シス

テムに役立と期待できる。 

  

② 平常時 

地域情報共有プラットフォームの地域ポータルサイトシステムでは、住民ニーズが高い子

育て支援、ＩＣＴ教育支援、地域生活情報配信など行政団体毎に行政情報をホームページ及

びデジタルサイネージに表示し、市民に活用いただくことができた。 

・子育て支援 

育児サークルやイベントの紹介、育児世代のソーシャルネットワークの活用、行政からの

医療情報や子育て手当情報を提供できた。 

・ＩＣＴ教育支援 

履修者が情報ステーション及び情報提供者として活躍し、就労の一翼を担うことができた。 

・地域生活情報配信 

商業地域と密接に連携し事業継続の重要なビジネスモデルとして位置づけることができ

た。 

 

 

（２）３市との連携 

      基本的には民間ベースのシステム運用を目指しているが、浦安市、船橋市、習志野市の

３            市との地域協議会や３市との防災・防犯担当者会議を定期的に開催し、地域情報共有プラッ

ト            フォームが稼働したことで、具体的な動作が目に見える段階になるに従い、３市の協議会メ

ン            バーや担当者の人たちとの連携が強くなってきている。  

災害で、一時中断したが、浦安市では、３０００人の全職員の安否確認システム            

に            に登録を検討していただいている。  

船橋市においても、先日のニュージーランドの地震での日本人の安否確認が課題となった

こ            とから、本システムの活用を検討している。 

また、習志野市においても、防災ボランティア団体を中心に情報共有、情報伝達手段とし

て            て利用する方向で検討することとなった。 

 

 

 

２ 平成２２年度事業実施において明らかとなった課題 
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 （１）防災・防犯情報の扱い 

地域情報共有プラットフォームでは、市民から様々な情報をアップロードし、迅速に市民に

提供できる機能と仕組みをつくることとしているが、特に災害時における、被災地現場の写真、

動画情報が不特定多数の住民から集中してアップロードされ、配信されると行政をはじめ地域

住民にも混乱を期すことが予想されることから、ＩＣＴ教育を受けたコア人材を登録してこの

任にあたることを検討している。 

また、アップロードされた写真や動画に映し出される人物や所有物に対する個人情報の保護

を如何に確保していくか、これらの課題をクリアするために、アップロードされた情報を公開

する前に、チェックするというステップを踏むことも考えられるが、災害時のような人的、時

間的余裕のない緊急時において、どのように対応していくか。  

本来ならば、住民が、インターネットやいろいろなメディアからの情報の善悪を、主体的に

判断し活用できる力を備えることが必要であろう。 いわゆる、メディア・リテラシーを個人

個人が持たなければならない。 ICT 人材の育成を通して、メディア・リテラシーの向上にも

努めていきたい。 今後の運用で最適の解決策を見出だしたい。 

 

 （２）共通基盤を目指して 

    本事業で構築する地域情報共有プラットフォームは、２２の個別システムから構成している。 

平常時および有事のシステムでは、それぞれの自治体が個別に導入しているものも多くある。 

例えば、ＧＩＳシステム、地域連絡網システム、安心・安全メール配信システムなどが既に利用

されている。 ただし、これらのシステムを含め、広域連携による利用は行われていない。 

     本事業は、３市での連携事業として位置付けている。 広域連携で利用できるシステムは、そ

れを各自治体がどの様に活用するかが課題であり、今後検討していく必要がある。 また、各自

治体が構築し、市民に利用されている現行の行政サービスシステムと広域連携での共通システム

との利用方法についても、今後検討していく必要がある。 

 

 （３）オープンソースを利用する際に発生した問題（課題） 

         今回のシステム開発では、他自治体への低コストでの展開を最大限に考慮し、可能な限り、オ

ープンソースソフトウェアを基盤として、システム開発を実施していく方針を立てている。また、

本事業で開発したソフトウェアもオープンソースとして、公開することにしている。この基盤と

なるソフトウェアの選定を実施する中で、世の中のデファクトスタンダードになっているソフト

（例えば、CentOS,MySQL,PostgreSQL,etc）は問題ないが、アプリケーションソフトでは、ソフ

トウェアの不具合が多くあるもの、ドキュメントが整備されていないもの、セキュリティバージ

ョンアップが停止しているもの等があり、機能性と信頼性を充分に考慮する必要がある。 

        また、平常時および有事の共通プラットフォームとしては、独立行政法人防災科学研究所が中

心となって提供している e-community platform 2.0 を活用することとした。  

このため、今後は、防災科学研究所との連携も視野にいれながらシステム開発、およびインター

フェイス設計を実施していくことも考えられる。 

 平常時および有事の個別システムが多岐にわたるため、個別システムの利用方法やデザインが
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異なってきて、一帯のサービスとして市民に認識されないことが問題となる。このため、個別シ

ステムでデザイン案やイメージカラーを統一することにした。 併せて、本システム全体で利用

するロゴを作成し、サービスの一体感を醸成する。  

ロゴは、各自治体のシンボルの花（ひまわり、つつじ、あじさい）を意識した３色と、それらを

連携する１つの輪によって構成している。 

 

 

 （４）就労 

  ＩＣＴ人材育成を通じて、実証実験から就労のきっかけをつくることができたが、幅広く在宅

主婦等のコールセンター業務等ＩＣＴ分野で様々な就労が実現できるようにしたい。 

そのためには、大学・企業等との連携をより強化し、社会企業家を創出する仕組みつくりを検

討していきたい。 

 

 

３ 自律的・継続的運営の見込み 

 

 （１）実施体制 

    株式会社フューチャーリンクネットワークが地元商店等に対して営業活動を行い広告収益 

で自立採算により運営を継続する。 

プラットフォームのコンテンツは、行政情報を自動取得できる体制及び情報発信をしたいと考

えている市民から投稿してもらう体制をとる。そのため、情報発信の方法がわからない市民の

ために相談窓口にて情報の投稿を行なうことができる環境を整える。相談窓口は、株式会社フ

ューチャーリンクネットワークと、市内で活動している特定非営利活動法人情報ステーション

の協働で次年度以降も継続して運営する。本年度育成した ICT 人材も、この窓口のスタッフ

として活用する。 

プラットフォーム及びデジタルサイネージに配信される平時の情報は、過大な負荷なく情報

を継続して更新することができる体制をとる。具体的には、株式会社フューチャーリンクネッ

トワークが収集した地元商店からの広告、市民により投稿されたイベント情報、行政情報等が

流れるようになる。行政情報は今年度のシステム開発で、各市役所のホームページとプラット

フォームとのシステム連携を実装しているため、自動で更新される。 

 

 （２）資金計画 
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   （単位：千円） 

H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

0 9,000 11,000 15,000 16,000 

 

 

 

４ 今後の展開方針 

  

（１） 広域化 

本事業の対象地域は、浦安市、船橋市、習志野市の３市であるが、官民連携ポータルの事業

化を通じて、今後対象地域を拡大していきたい。 

３市→他の千葉県市町村→千葉県全域→東京都→埼玉県→神奈川県→関東圏 

（２） 防災、防犯情報の充実化 

災害時においては、当面各市からの提供される災害情報が主となるが、住民側からするとまだ

まだ情報が足りない。 特にインフラ情報の充実が期待されるであろう。 鉄道、バス、電気、

通信、ガス、水道等の災害情報、復旧見込み情報を関係部局、企業と連携を図り強化していきた

い。 また、防犯情報を充実させるため、警察当局との連携も市、県の協力を得ながら推進して

いきたい。 

 （３）普及啓蒙 

        平常時から、住民がインターネットに接続する際の最初の入り口として、地域流通コンテンツ 

共有プラットフォームのＷｅｂサイトにアクセスしてもらえるようなポータルサイトを目指し 

たい。 そのためには、官民連携しての広報活動を継続して実施しなければならないし、コンテ 

ンツも生活に必要な情報を網羅した魅力あるものに充実していく予定である。 また、住民が気 

楽に情報提供できる参加型のサイトも増やしていきたい。 このようにして、生活に密着したサ 

イトとして住民に認知されるようになれば、災害時においても、大多数の住民への災害情報の伝 

達が飛躍的に早くなると予想される。なお、大規模災害時にはアクセス数が飛躍的に急増するた 

め、ハードウェア増強や、ディザスターリカバリー対応が必要になる。 

    （４）機能追加 

帰宅難民者等を対象とした安否確認システムであるが、震災の状況等から、難民・被災者 

を効率的にサポートする難民カルテ機能等の実装が強く求められている。家族毎、会社毎、 

地域毎でのグループ化、帰宅難民者の属性情報や時系列の被災状況を適切に管理する機能が 

必須である。 

    （５）端末インタフェース 

                        ＩＣＴ分野の進歩は著しく速い。 １年前のパソコンや携帯はもう古く誰もが見向きもしなく 

なる。  この２，３年で、ｉＰａｄのようなモバイル端末、ｉＰｈｏｎｅやアンドロイド端末

のようなスマートフォンが普及し、３Ｄ画面が当たり前のようになるであろう。 このような世

の中の変化に十分に対応できるよう柔軟な姿勢で臨んでいく予定である。  

また、災害弱者となりえる高齢者等に利用し易い端末の提供も実現したい。 
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５ その他 

（１） 防災、防犯情報提供サービスの共有化及び共通化への提言 

各地方自治体では独自に防災、防犯情報提供サービスを実施している。 これを各地方自治

体で共有化できると非常に効率的であり経済的である。 構築費のみならずＴＣＯも大幅な削

減になる。 本事業の地域情報共有プラットフォームは十分それに対応できるシステム構成及

び運営方法にしている。 

 

（２） 一部計画の見直し 

３月の総合試験の中で、３月１６日に３市と共同の防災訓練を実施する予定（成果報告

書補足資料「防災訓練実施要領」参照）であったが、東北関東大震災の影響で３市が参加

できず、やむを得ず中止となった。これは、使い勝手を検証するのに重要な項目であるの

で、４月以降落ち着いた頃に再度計画を立てることとする。 

また、完成後の市民へのアピール、広報の目的で、３月２９日に３市の市長も参加する

完成式典も計画していたが、これも諸般の情勢を考慮して中止することとした。  

なお、広報としては、リーフレットを作成し市民へ配布することとする。 

 

（３） 本格運用について 

 今年度の事業で構築した地域情報共有プラットフォームを平常時については来年度以降も

継続して自主運営できる見通しをつけたが、防災を自主運営するには課題があり、自治体等の

支援が必要となる。 

また、３市を越えた広域化、市民の本格的利用等に向けて、ヘルプデスクの設置等運用

体制強化やシステム拡張が必要となるので、平成２３年度においても事業継続できるよう

努める。 

 

（４） 防災基盤の強化 

今回の東北関東大震災規模の対策を考慮した場合、データセンターの防災力強化、震度、 

津波による従来の被災予想を根本的に見直す必要が生じてきている。 

物理的なセキュリティ強化、サーバのロケーションの離れた分散配置、ネットワークの 

多重化等の再検討が必要である。 



 11 

＜人材育成状況説明書＞ 

 

①� 申請主体におけるＩＣＴ人材の育成・活用内容 

１ ＩＣＴ人材の育成人数 

 

今回の人材育成のプログラムは大きく 3つに分かれている。（それぞれの詳細は下記項目２で述

べる。）それぞれの育成人数及び属性は次の通り。 

 

■ドットコムマスター講習 

人材育成人数 合計 53 名 （うち合格者数 13 名） 

 

属性 人数 割合 うち合格者数 

育児期の親 10 18.87% 5 

主婦 4 7.55% 1 

会社員 16 30.19% 4 

退職した高齢者 16 30.19% 1 

学生 7 13.21% 2 

合計 53 100.00% 13 

 

■情報発信研修 

人材育成人数 合計 73 名 

 

■相談窓口（平成 22 年 12 月 1日～平成 23年 3月末） 

人材育成人数 合計 717 名 

 

性別 人数 割合 

男 183 26% 

女 534 74% 

 

年代 人数 割合 

10 代 16 2% 

20 代 115 16% 

30 代 153 21% 

40 代 99 14% 

50 代 108 15% 

60 代 175 25% 

70 代～ 50 7% 
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２ ＩＣＴ人材の育成方法 

 

 本事業における人材育成は 3つのステージに分けて実施した。 

初級レベルとしては、情報発信を行いたいと考えている市民活動団体などが、情報発信の相談

を行うことができるようにするための「相談窓口」を開設した。ここでは普段パソコン等を使い

慣れていない市民が、自ら情報発信を行なう際に、その場でスタッフが入力をサポートすること

ができる場である。 

また、自分でパソコンや携帯電話を利用して情報発信をすることのできる市民向けには「情報

発信研修」として、インターネットを利用した研修会を開催した。本事業で構築したポータルサ

イトを使い、その活用方法について検討を行なったり、実際に情報を投稿するためのスキルを身

につけることを目的としている。平時に情報発信意欲が高く、また地域に根付いた人材を対象と

するため、各市内で活動している市民活動団体のメンバーを中心に実施した。 

そして、より高度な知識を身につけることで就労に結びつけられるようにするための講習とし

て、NTT コミュニケーションズが主催する「ドットコムマスター（★シングルスター）」の講習

会を開催した。講習は NTT コムチェオへ委託をした。受講生には公式テキストと、e ラーニン

グ教材を用意し、講習終了後も自学できるように環境を整えた。なるべく多くの市民が受講でき

るように、会場は船橋駅近くと浦安駅近くの 2 箇所で開催した。第 2 回については提携保育も実

施し、育児中の親も受講してもらえるようにした。受講生の意欲の向上をはかるため、本事業の

一環として、ドットコムマスターの受検も開催した。 「ドットコムマスター」の講習会の受講

生には今後、地域の ICT 人材の育成を担ってもらえるように依頼をしている。 

 

 

 

 

 

 

３ １で育成等したＩＣＴ人材の活用人数 

 

  今回の事業において、ドットコムマスター講習の受講及び情報発信研修を行なった人材のう

ち、約 10名が相談窓口のスタッフとして活躍している。また、ドットコムマスター講習の受講

生２名が、本事業で構築した地域情報共有プラットフォームの実証実験に携わり、情報収集やレ

ビューなどを行なった。 

 

４ ＩＣＴ人材の活用方法 

 

上記項目３にあるように、育成した ICT 人材は本事業の継続運営に関わるスタッフとして活躍を

している。また、情報発信研修を行なった人材及び情報発信相談窓口からプラットフォームへ情報

提供することで、ポータルサイト及びデジタルサイネージへの地域情報の充実が図られている。 
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５ 次年度以降のＩＣＴ人材の育成・活用内容（予定） 

 

次年度以降の活用予定としては、育成したＩＣＴ人材は情報発信相談窓口の運営スタッフとし

て携わってもらいながら、地域 ICT 人材の育成を行なってもらう。また、この ICT 人材意を災害

時の情報収集スタッフとして活用するためにワークショップなどを定期的に開催したいと考え

ている。平時には自ら主催するイベント情報や地域の魅力発信を行い、災害時には同じプラット

フォームを利用することで、地域の被災情報などの情報共有をスムーズに行なうことができるよ

うにする。 
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＜実施体制説明書＞ 

 

 

１ 実施体制 

 

地域情報共有プラットフォーム協議会 （目的）・地域情報共有手法等を検討 

                       ・参加団体の情報交換としての公表の場  

                       

  ＩＴ化推進支援センター（実施主体） 

 

      （協力企業） 

              ナカヨ通信機   

  フューチャーリンクネットワーク  

    ＮＴＴコミュニケーションズ           

                                 

      （行政機関） 

浦安市     広聴広報課 

        総務部防災課 

        市民経済部防犯課 

    

  船橋市    広報課 

          企画部企画調整課   

                 市長公室防災課  

          市民生活部市民防犯課 

 

   習志野市    企画政策部広報課 

          市民協働推進課 

          総務部生活安全室安全対策課 
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２ 各主体の役割 

No 名  称 役  割 

１ 地域情報共有プラットフォーム協議会 

地域情報共有手法等を検討 

事業実施の相互協力のオーソライズ 

参加団体の情報交換としての公表の場 

２ ＩＴ化推進支援センター 

事業実施の総合マネージメント 

事業実施計画の策定 

事業の継続運用 

３ ナカヨ通信機 地域情報共有プラットフォームシステム構築 

４ フューチャーリンクネットワーク 
ICT 人材の育成 

事業の継続運用 

５ ＮＴＴコミュニケーションズ 事業実施に関する助言・協力 

６ 浦安市広聴広報課 
浦安市役所内調整 

浦安市市民への広報 

７ 浦安市総務部防災課 浦安市の災害、防災に関する運用 

８ 浦安市市民経済部防犯課 浦安市の防犯に関する運用 

９ 船橋市広報課 
船橋市役所内調整 

船橋市市民への広報 

10 船橋市企画部企画調整課 船橋市役所内調整 

11 船橋市市長公室防災課 船橋市の災害、防災に関する運用 

12 船橋市市民生活部市民防犯課 船橋市の防犯に関する運用 

13 習志野市企画政策部広報課 習志野市市民への広報 

14 習志野市市民協働推進課 習志野市役所内調整 

15 習志野市総務部生活安全室安全対策課 習志野市の災害、防災、防犯に関する運用 
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３ 事業実施進行表 

実施内容 

 

8 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

（予定） 

H23 

1 月 

（予定） 

 

2 月 

（予定） 

 

3 月 

（予定） 

協議会準備  ▲  ▲      

協議会設立   ▲      

協議会開催   ▲  ▲  ▲  

総務省との契約成立   ▲      

地域情報共有プラットフ

ォーム構成の検討・決定 

        

地域情報共有プラットフ

ォーム構築競争入札 

        

システム基本設計         

システム詳細設計         

システム開発 

（製造／工事） 

        

システムテスト 

（結合試験） 

        

総合試験 

（３市実証実験） 

        

防災訓練         △ 

3/16 

完成式典          △ 

 3/29 

ＩＣＴ人材育成 

計画策定 

        

ＩＣＴ人材育成実施         
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報告書作成準備         

報告書作成         

 

 

 

４ その他 

 

 （１）地域情報プラットフォームの接続先 

    本事業により構築した、地域情報プラットフォームのウェブサイト 

    http://bousai.looo.jp/ 

 

（３） サイネージ設置模様 

浦安市、船橋市、習志野市に各１台設置したその模様。 

  ＜浦安市＞ 

 

(中間) 

http://bousai.looo.jp/
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＜船橋市＞ 

 

 

 

＜習志野市＞
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（４） 相談窓口の設置模様 

 

＜船橋ＦＡＣＥ＞ 

 

 

＜船橋北口＞ 

 

 

 

 



 20 

 ＜習志野＞ 

 

 

 

 

（４）地域協議会開催模様 
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（５）災害時（東北関東大震災）のコンテンツ事例 

   

 


